
第24回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

会社の体制及び方針
内部統制システムの運用状況の概要

連 結 注 記 表
個 別 注 記 表

（2021年９月１日から2022年８月31日まで）

日本ＢＳ放送株式会社

上記事項は、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、当社ウェブサイト
（https://corp.bs11.jp/ir/）に掲載することにより、株主の皆様に提供し
ております。
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会社の体制及び方針
当社は、業務の適正及び財務報告の信頼性を確保するための体制（以下「内部統制システ
ム」と総称する。）の整備として、次のとおり基本方針を制定しております。取締役会は、内
部統制システムの整備・運用について不断の見直しを行い、効率的で適法、適正な業務の執行
体制を確立しております。

１．取締役及び使用人（以下、「取締役等」という。）の職務の執行が法令及び定款に適合するこ
とを確保するための体制

（1）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合し、企業倫理を重んじかつ社会的責任を果たす
ため、「企業行動憲章」を取締役に周知徹底させる。

（2）取締役社長がコンプライアンス委員長及び委員を指名し、社内に委員会事務局を設置す
る。公益通報の窓口を委員会事務局と当社が委託する法律事務所に設置する。コンプライ
アンス委員会事務局は、取締役に対し、コンプライアンスに関する研修、マニュアルの作
成・配布等を行うことにより、取締役のコンプライアンスに関する知識を高め、これを尊
重する意識を醸成する。

（3）「取締役会規程」に基づき、会議体において各取締役の職務の執行状況についての報告が
なされる体制を整備する。

（4）組織、職制、指揮命令系統及び業務分掌等を定めた「組織規程」、「職務分掌規程」及び決
裁制度の運用に関する基本的事項を定めた「職務権限規程」に基づき、これらの規定に従
い職務の執行がなされる体制を整備し、経営環境の変化に対応する。

（5）コンプライアンス相談窓口、個人情報お問い合わせ窓口を設置し、広く社内外からの情報
の入手及びその活用を図る体制を整備する。コンプライアンス相談窓口の運用は、「公益
通報者保護規程」に従い、取締役が社内での法令違反行為等についての相談又は通報を行
いやすい体制を構築するとともに、相談者・通報者に対して不利益な取扱いは行わないこ
ととする。

（6）内部監査が実効的に行われることを確保するための体制を整備し、高い専門性及び倫理観
を有する内部監査室による監査を実施する。
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２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制については、「取締役会規程」、

「常務会規程」、「文書管理規程」に定めるところによる。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制
取締役社長がリスク管理担当役員を指名し、リスク管理の統括部門は経営戦略部とする。リ

スク管理担当役員並びに経営戦略部は、「リスク管理規程」に基づき、当社のリスクを網羅的
に把握・管理する体制（以下「リスク管理体制」という。）の構築を行い、これを運用する。
リスク管理体制は、社会環境の変化に対応する。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
（1）「取締役会規程」に基づき、月１回の定時取締役会並びに随時行う臨時取締役会において

重要事項の決定並びに取締役の業務執行状況についての情報を共有する。
（2）常務会は、原則として月２回開催し、重要な決定事項のうち取締役会決議事項以外の決定

及び取締役会付議事項の検討を行うものとする。
（3）迅速かつ効率的な業務執行を行うため、局長連絡会議・番組検討会等の諸会議を開催し、

その検討結果を経て常務会及び取締役会で決議することとする。
（4）予算制度に基づき月次業績を適時に把握し、必要に応じ対応策を検討・実施する。

５．当社及びその関係会社から成る企業集団（以下「当社グループ」という。）における業務の
適正を確保するための体制

（1）「企業行動憲章」及び「関係会社管理規程」その他必要な規程類に基づき、当社グループ
全体が一体となって、業務の適正を確保するための体制を整備する。

（2）「関係会社管理規程」に基づき、関係会社との会議等関係会社の取締役等の職務の執行に
係る事項の当社への報告に関する体制を整備するとともに、その職務の執行が効率的に行
われることを確保するための体制を整備する。

（3）経営戦略部は関係会社の統一的内部統制を管轄し、「関係会社管理規程」に基づき、内部
監査室と連携し内部監査を実施する。

（4）リスク管理統括部門は、当社グループのリスクの評価及び管理の体制を適切に構築し、運
用する。
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（5）コンプライアンス委員会事務局は、関係会社の取締役等が社内での法令違反行為等につい
て当社への相談又は通報を行いやすい体制を構築するとともに、当社グループの取締役等
に対し、その役職、業務内容等に応じて必要な研修を実施する。

（6）経営の効率化とリスク管理を両立させ、適正な財務報告を実現するため必要となるＩＴシ
ステムを構築する。ＩＴシステムの構築にあたっては、「システム管理規程」や適正な体
制を整備するとともに、経営環境や組織、業務とＩＴシステムが相互に与える影響を考慮
し、適切にその効果とリスクを評価したうえで、当社グループ全社レベルでの最適化、改
善を図る。

（7）当社は、親会社との間で、上場企業としてのお互いの立場を尊重しつつ経営の独立性を確
保しながら適切に業務を行い、企業グループとして社会的責任を全うするため、必要に応
じて情報を共有する。

（8）当社は、少数株主保護のため、親会社等との取引等に際しては、当該取引等の必要性及び
当該取引条件が第三者との通常の取引の条件と著しく相違しないことを十分に確認する。

６．財務報告の信頼性を確保するための体制
（1）当社グループ各企業は、財務報告の重要事項に虚偽記載が発生するリスクを管理し、低

減・予防するために、財務報告に係る規程、内部統制を整備し、その運用を図るととも
に、経営環境、組織や業務の変化、変更を評価し、財務報告に係る規程や内部統制の見直
しを適時適切に行う。

（2）取締役会は、当社グループ各企業の財務報告に係る内部統制の整備及び運用に対して監督
する。

（3）内部監査室は、内部統制監査を実施し、各事業年度において財務報告の信頼性を確保する
体制を評価し、その結果を取締役会に報告する。評価の結果、是正、改善の必要があると
きには、各所管部門は、早急にその対策を講ずる。
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７．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
（1）「企業行動憲章」に、「市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体とは断

固として対決し、関係遮断を徹底します。」と定め、反社会的勢力に対しては毅然とした
態度で臨むこととしている。また「企業行動憲章」を当社グループの取締役に配布、更に
社内研修等を通して周知徹底に努めている。

（2）総務部を反社会的勢力の対応部門とし、事案により所轄警察署や弁護士等の外部専門機関
との連携を図るものとする。更に、反社会的勢力に関する情報の収集や、不当要求への適
切な対応手法の指導を受けること等により、体制の強化に努めるものとする。

（3）新規の取引を検討する会社については、反社会的勢力との関わりを必ず調査し、問題ない
場合にはじめて、取引を開始することとしている。また、「契約管理規程」に「反社会的
勢力との関わりに関する調査・確認」の条項を設け、締結する契約書には行為規範条項を
設け、反社会的勢力との関わりがないことを保証させ、抵触した事実が発覚した場合には
無催告で解除できるようにしている。既存の取引相手についても社内規定上反社会的勢力
との関わりがないことの確認を義務化している。

８．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する
事項と当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

（1）監査役の職務を補助する使用人として適切な人材と人員を選定する。
（2）当該使用人に対する指示の実効性と取締役からの独立性を確保するために、当該使用人の

任命、異動、評価、懲戒は、監査役会の同意を要するものとする。

９．取締役等が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制及び監査役
の監査が実効的に行われることを確保するための体制

（1）取締役等は、法定事項の他以下の事項を監査役に報告する。
① 当社グループの経営・業績に影響を及ぼす重要な事項
② 当社グループの内部監査室の活動概要
③ 当社グループの内部統制に関する活動概要
④ コンプライアンス相談窓口の運用・通報の状況
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（2）関係会社の取締役等及び監査役又はこれらの者から報告を受けた者は、法定事項の他以下
の事項を監査役に報告する。
① 当社グループの経営・業績に影響を及ぼす重要な事項
② 監査役等の活動概要
③ 内部統制に関する活動概要
④ コンプライアンス相談窓口の運用・通報の状況

（3）監査役へ報告した者が、当該報告をしたことを理由として人事上の不利な取扱いを受けな
いようにすることとする。

（4）監査役は、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、取締役会その他の
重要な会議に出席することとする。

（5）監査役の職務の執行について生ずる弁護士、公認会計士等に対する費用の前払又は償還の
手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理は、監査役の職務に必要
でないと認められる場合を除き、会社がこれを負担する。

（6）監査役会は、代表取締役、内部監査室、会計監査人、関係会社監査役その他監査業務を担
当する部門と定期的な会議等を持ち、また監査役と内部監査室・会計監査人との十分な連
携を図ることにより、監査が実効的に行われることを確保するための体制を整備する。

（7）監査役会は、稟議書その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じ取締役等に
対し、その説明を求めることができる。
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内部統制システムの運用状況の概要
「内部統制システムの整備に関する基本方針」に沿った内部統制システムの整備及び運用状
況は以下のとおりです。
（1）取締役及び使用人（以下「取締役等」という。）の職務の執行が法令及び定款に適合する

ことを確保するための体制
・方針に記載の項目については、既に基本的な制度等を整備済みであり、引き続き、適切な
運用を行っている。
・「公益通報者保護規程」に基づくコンプライアンス相談窓口については、社内に周知し、
その活用が図られており、コンプライアンス委員会及び取締役会において、定期的にその
内容を報告している。
・個人情報保護については、「個人情報保護基本規程」に基づき、厳正な管理を行っている。
・内部監査室は、「内部監査規程」に基づき、監査役及び会計監査人とも連携を図り、第24
期において20回の内部監査を実施した。

（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
・「取締役会規程」、「常務会規程」、「文書管理規程」等に基づき、取締役会、常務会等の議
事録・会議書類、個人情報及び機密情報等の適切な保存及び管理を行っている。

（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・「リスク管理規程」に基づき、当社グループ全体を対象とした厳正な管理を行っている。
・定期的にリスク管理委員会を開催し、関係会社からのリスク管理報告書を含めて説明し、
組織変更に伴う変更やリスクの見直しについて随時検討し、より実効性のあるリスク管理
体制の構築・強化に努めている。

（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・「取締役会規程」、「常務会規程」等に基づき、第24期において、取締役会（定時12回、臨
時5回）、常務会（定時23回、臨時23回）等を開催した。

・月次業績については、当社グループ全体の月次決算情報等を取締役会及び常務会において
適時に報告している。

（5）当社及びその関係会社から成る企業集団（以下「当社グループ」という。）における業務
の適正を確保するための体制
・コンプライアンス担当部門及び関係部門は、当社グループ全体を対象として、法令研修
（マイナンバー制度等）、インサイダー研修等を開催している。また、親会社のコンプライ
アンス担当部門及び関係部門が、グループ全体を対象として開催する法令研修等にも参加
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している。
・経営の効率化と適正な財務報告を確保するため、より効率的なシステム導入とＩＴ統制の
強化を図っている。
・親会社との間で、企業グループとしての社会的責任を全うするため、経営の独立性を確保
しながら情報共有を図っている。
・少数株主保護のため、親会社等との取引等については、取締役会等において取引の内容等
の検討及び確認を十分に実施している。

（6）財務報告の信頼性を確保するための体制
・当社グループ各社の財務報告に係る内部統制の評価については毎期の決算時に行ってお
り、適正な財務書類の作成に向けてその体制の強化を図っている。

（7）反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
・社内研修等を通じて反社会的勢力排除に向けて周知徹底を行っている。
・「公益社団法人警視庁管内特殊暴力防止対策連合会」に加盟し、関係機関とも連携し、反
社会的勢力排除に向けた体制の強化を図っている。

・取引先についても、「契約管理規程」に基づきチェックを行い、反社会的勢力とは取引を
行わないこととしている。

（8）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関す
る事項と当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

・監査役の職務を補助すべき使用人として、内部監査室から１名を監査役補助使用人として
選定している。

（9）取締役等が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制及び監査
役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・監査役は取締役会等に出席するとともに、当社グループ各社の取締役等から経営・業績に
影響を及ぼす重要な事項等について報告を受けている。
・監査役は代表取締役、非業務執行取締役、会計監査人等と定期的な会議等を持ち、より広
範な情報共有を図っている。
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連 結 注 記 表

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記）
１．連結の範囲に関する事項
連結子会社の数 ２社
連結子会社の名称 株式会社理論社

株式会社国土社
２．持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
株式会社理論社及び株式会社国土社の決算日は、７月31日であります。
連結決算日との差は３ケ月以内であるため、連結計算書類の作成にあたっては、当該連

結子会社の決算日における計算書類を使用しております。
なお、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行ってお

ります。
４．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券

その他有価証券
市場価格のない株式等
移動平均法による原価法によっております。

② 棚卸資産
イ．番組勘定

個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法）によっております。

ロ．製品及び仕掛品
総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法）によっております。
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（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

定率法によっております。なお、建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１
日以後に取得した建物附属設備及び構築物については定額法によっております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物 15～50年

② 無形固定資産
定額法によっております。なお、ソフトウエアについては、社内における利用可能
期間（５年）に基づく定額法によっております。

（3）重要な引当金の計上基準
賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年
度負担額を計上しております。

（4）退職給付に係る会計処理の方法
退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給

額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
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（5）重要な収益及び費用の計上基準
① 放送事業

放送事業では、ＢＳデジタルハイビジョン放送事業を行っております。主な履行義
務は顧客との契約に基づき、視聴者に番組と広告を放送することであり、番組と広告
を放送した時点で履行義務が充足されると判断し、放送した時点で収益を認識してお
ります。
なお、取引の対価は、履行義務の充足時点から1年以内に回収しており、重要な金融
要素の調整は行っておりません。

② 出版事業
出版事業では、児童図書等の販売を行っております。出版事業においては製品の引
渡時点において顧客が当該製品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断
しております。ただし、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転されるまでの期間が
通常の期間であるため、出荷時に収益を認識しております。
また、取次経由で書店に配本した出版物について、返品を受け入れる契約条件を付
した販売(返品条件付販売)を行う場合があり、この返品額については変動対価と考えら
れるため、当社が権利を得ると見込む対価の額の算定にあたっては、過去の返品実績
に基づく将来返品見込額を返金負債として計上し、その繰入額を収益から控除してお
ります。
なお、取引の対価は、履行義務の充足時点から1年以内に回収しており、重要な金融
要素の調整は行っておりません。
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（会計方針の変更に関する注記）
(収益認識に関する会計基準等の適用)
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下、「収益認識
会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配
が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認
識することとしています。これにより、当社グループの書籍等の出版販売について、従来は、
返品による損失見込額を返品調整引当金として計上しておりましたが、変動対価に関する定め
に従って、返品されると見込まれる製品についての売上高及び売上原価相当額を認識しない方
法に変更しており、返金負債を流動負債の「その他」及び返品資産を流動資産の「その他」に
含めて表示しております。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過

的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合
の累積的影響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会
計方針を適用しております。ただし、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当連
結会計年度の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契
約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。
この結果、当連結会計年度の損益に与える影響及び１株当たり情報に与える影響は軽微であ

ります。また、利益剰余金の当期首残高に与える影響はありません。

(時価の算定に関する会計基準等の適用)
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定
会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び
「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める
経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適
用することとしております。
なお、連結計算書類に与える影響はありません。
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（表示方法の変更に関する注記)
(連結損益計算書関係)
前連結会計年度において独立掲記しておりました「営業外収益」の「保険解約返戻金」（当

連結会計年度68千円）は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「営業外
収益」の「その他」に含めて表示しております。

（会計上の見積りに関する注記）
繰延税金資産の回収可能性
１．当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
繰延税金資産 187,308千円

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
繰延税金資産の金額は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額等に基づ
き、回収が見込まれる金額を計上しております。当該事業計画は、テレビ広告の市場動向及
び新型コロナウイルス感染症の収束時期等の仮定をおいて見積っております。
これらの見積りにおいて用いた仮定が、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響
を受ける可能性があり、将来の課税所得の時期及び金額について見直しが必要になった場
合、翌連結会計年度において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性がありま
す。

（追加情報）
(会計上の見積りを行う上でのコロナウイルス感染症に関する一定の仮定について)
新型コロナウイルス感染症による影響については、現時点において今後の収束時期等を正確
に予測することは困難な状況でありますが、ワクチンの普及等により緩やかに景気は回復して
いくことが予測され、今後の業績への影響は軽微であると仮定して、繰延税金資産の回収可能
性の判断等の会計上の見積りを行っております。
なお、今後の経過によっては実績値に基づく結果が、これらの仮定及び見積りとは異なる可
能性があります。
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（連結貸借対照表に関する注記）
１．有形固定資産の減価償却累計額 2,116,132千円

２．流動負債「その他」のうち、契約負債の残高 23,536千円

（連結損益計算書に関する注記）
売上高のうち、顧客との契約から生じる収益の額 12,201,093千円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 17,804,032株

２．配当に関する事項
（1）配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2021年11月17日
定時株主総会 普通株式 356,077 20.00 2021年８月31日 2021年11月18日

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな
るもの
2022年11月16日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を
次のとおり提案しております。
① 配当金の総額 356,077千円
② １株当たりの配当額 20円
③ 基準日 2022年８月31日
④ 効力発生日 2022年11月17日
なお、配当の原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
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３．当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを
除く。）の目的となる株式の種類及び数
普通株式 22,400株

（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組指針

当社グループは、必要資金は通常の営業活動で獲得した資金から充当することを基本方
針としており、借入については資金需要が発生する都度、検討することとしております。
また、資金運用については短期的な預金等に限定しております。なお、デリバティブ取引
は行わない方針であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、取引相手ごとに回
収期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握をする
ことによってリスク低減を図っております。
投資有価証券は全て非上場株式であり、発行体の信用リスクに晒されているため、定期

的に発行体の財務状況等を把握しております。

２．金融商品の時価等に関する事項
「現金及び預金」、「受取手形及び売掛金」については、現金であること及び短期間
で決済されるため時価が帳簿価額と近似していることから、記載を省略しております。

（注）以下の金融商品は、市場価格のない株式等であるため時価開示の対象としておりま
せん。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

（単位：千円）
区分 2022年８月31日

非上場株式 104,750
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（収益認識に関する注記）
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報
当連結会計年度(自 2021年9月1日 至 2022年8月31日)

（単位：千円）
当連結会計年度

(自 2021年９月１日 至 2022年８月31日)

放送事業

タイム収入 7,990,721

スポット収入 2,991,710

小計 10,982,431

製作委員会出資事業 414,496

出版事業 713,125

その他事業 91,040

顧客との契約から生じる収益 12,201,093

その他の収益 49,336

外部顧客への売上高 12,250,430

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
「連結注記表（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記）４.会計方
針に関する事項（５）重要な収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載しているため、注
記を省略しております。
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３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係
並びに当連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識す
ると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

（１）契約負債の残高等
（単位：千円）

期首残高 期末残高

契約負債 20,858 23,536

（注）契約負債は、主として、顧客との契約に基づき、履行義務を充足する前に受け取った
前受金に関するものであります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。当
連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額
は、20,858千円であります。

（２）残存履行義務に配分した取引価格
当社グループにおいては、当初の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務

上の便法を適用し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。また、顧客との契
約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 1,210円12銭
２．１株当たり当期純利益 89円84銭

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。
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個 別 注 記 表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式
移動平均法による原価法によっております。
その他有価証券
市場価格のない株式等
移動平均法による原価法によっております。

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法
番組勘定
個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）によっております。

３．固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産

定率法によっております。なお、建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日
以後に取得した建物附属設備及び構築物については定額法によっております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物・・・・・15～50年

（２）無形固定資産
定額法によっております。なお、ソフトウエアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっております。
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４．引当金の計上基準
（１）賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度負担
額を計上しております。

（２）退職給付引当金
退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退
職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

５．収益及び費用の計上基準
放送事業
放送事業では、ＢＳデジタルハイビジョン放送事業を行っております。主な履行義務は
顧客との契約に基づき、視聴者に番組と広告を放送する事であり、番組と広告を放送した
時点で履行義務が充足されると判断し、放送した時点で収益を認識しております。
なお、取引の対価は、履行義務の充足時点から1年以内に回収しており、重要な金融要
素の調整は行っておりません。
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（会計方針の変更に関する注記）
(収益認識に関する会計基準等の適用)
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下、「収益認
識会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が
顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識
することとしています。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過

的な取扱いに従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累
積的影響額を、当事業年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を
適用しております。ただし、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当事業年度の
期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな
会計方針を遡及適用しておりません。
この結果、当事業年度の損益に与える影響及び1株当たり情報に与える影響は軽微でありま
す。また、利益剰余金の当期首残高に与える影響はありません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定
会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融
商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的
な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用する
こととしております。なお、計算書類に与える影響はありません。

（表示方法の変更に関する注記）
(損益計算書関係)
前事業年度において独立掲記しておりました「営業外収益」の「保険解約返戻金」（当事業

年度68千円）は、金額的重要性が乏しくなったため、当事業年度より「営業外収益」の「そ
の他」に含めて表示しております。
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（会計上の見積りに関する注記）
繰延税金資産の回収可能性
１．当事業年度の計算書類に計上した金額
繰延税金資産 185,765千円

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
「連結注記表（会計上の見積りに関する注記）」に同一の内容を記載しているため、注記
を省略しております。

（追加情報）
(会計上の見積りを行う上でのコロナウイルス感染症に関する一定の仮定について)
「連結注記表（追加情報）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

（貸借対照表に関する注記）
１．有形固定資産の減価償却累計額 2,111,226千円
２．関係会社に対する債権債務
関係会社に対する短期金銭債権 11,510千円
関係会社に対する短期金銭債務 6,153千円

３．取締役、監査役に対する金銭債務
金銭債務 1,302千円

― 20 ―

2022年10月18日 15時37分 $FOLDER; 21ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高
営業取引による取引高
売上高 99,741千円
売上原価・販売費及び一般管理費 147,433千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式に関する事項
普通株式 137株

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
番組勘定 50,493千円
未払事業税 23,286千円
未払費用 50,438千円
退職給付引当金 30,315千円
その他 31,231千円
繰延税金資産小計 185,765千円
評価性引当額 －千円
繰延税金資産合計 185,765千円

（収益認識に関する注記）
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
「個別注記表（重要な会計方針に係る事項に関する注記）５.収益及び費用の計上基準」に

同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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（関連当事者との取引に関する注記）
親会社及び法人主要株主等

種類 会社等の名称 所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
議決権等
の所有又
は被所有
割合(%)

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
(千円) 科目 期末残高

(千円)

親会社 ㈱ビックカメラ 東京都
豊島区 25,929 家電製品等

の販売
被所有
直接61.43

当社番組の
スポンサー
契約

放送収入他 88,653 売掛金 10,494

上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）放送収入他については、当社と関連を有しない他の当事者と同様の取引条件等によっております。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 1,205円56銭
２．１株当たり当期純利益 91円52銭

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

（その他の注記）
該当事項はありません。
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